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参院予算委で答弁する岸田首相（左）＝３月６日© 47NEWS 

 ⾃⺠党派閥の政治資⾦パーティー裏⾦事件に端を発した「政治とカネ」の問題が連

⽇国会で取り上げられている。そうした中で多く聞かれるのが、「派閥から議員側に

還流され、政治資⾦収⽀報告書に記載されなかった『裏⾦』に税⾦を課すべきだ」と

いう意⾒だ。  

 しかし、岸⽥⽂雄⾸相は「いずれも政治活動に使われた」として「課税の必要な

し」の⽴場を崩していない。政治家への課税には、なぜ⾼いハードルがあるのだろう

か。裏⾦を受領した議員らの追徴額は約１億３千万円に上る―。こうした試算を発表

した元⽴正⼤法学部教授で税理⼠の浦野広明さんに聞いた。（共同通信＝助川尭史） 

  ▽利益率⾼い政治資⾦パーティー、課税対象では？  
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インタビューに答える税理士の浦野広明さん© 47NEWS 

  ―政治資⾦には原則税⾦がかかりません。なぜでしょうか。 

  「政治活動は『公益性がある⾏為』と⾒なされているため、かかった費⽤は課税

対象になりません。⼀⽅で、政治家が個⼈的なことに使えば雑所得となり、課税対象

になります」 

  ―今回問題になった政治資⾦パーティーは、会場こそ豪華ですが、⾷事は唐揚げ

やフライドポテトなどのジャンクフードが中⼼で、利益率が相当⾼そうです。  

  「政治資⾦パーティーでは、参加者から集めた収⼊から経費を差し引いた残額を

政治資⾦としています。しかし、裏⾦づくりの舞台になった⾃⺠党派閥の政治資⾦パ

ーティーは利益率が８〜９割に上るとされており、この割合の⾼さを考えれば、法⼈

税の対象となる『収益事業』と⾒なしてもいいのではないでしょうか」 
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自民党細田派（現安倍派）の政治資金パーティー＝２０１８年５月、東京都内のホテル© 47NEWS 

  ―安倍派を中⼼に、多くの議員が販売ノルマ超過分を派閥から受け取りながら、

⾃⾝の政治団体の政治資⾦収⽀報告書に収⼊として記載していませんでした。安倍派

では事務局が議員側に「記載するな」と指⽰していたそうです。「政治資⾦」と⾔え

るでしょうか。 

  「いえ、政治資⾦とは⾔えないと思います。使い道が何であれ課税対象にするべ

きでしょう」 
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政治家への課税、高いハードルなぜ？国税当局の判断は「正義」か 裏金議員への追徴１億３千万円試算の浦

野広明税理士に聞く【裏金国会を問う】© 47NEWS 

  ▽何ら課税されない政治資⾦、違法な不作為だ 

  ―政治家が「政治資⾦」と主張すれば、課税を免れる現状をどう考えますか。 

  「⽇本の税務⾏政は以前から『弱きをくじき、強きを助ける』実態が続いていま

す。昨年１０⽉には消費税のインボイス（適格請求書）制度が始まりました。それま

で消費税の納税を免除されていた零細事業者やフリーランスの多くは新たな負担を強

いられています。国⺠に対する課税を強化する⼀⽅、政治資⾦には何ら課税をしない
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のは違法な不作為と⾔えます」  

  「課税するかどうかを判断する国税庁の中枢にいる財務官僚にとって、予算や税

制に無批判に賛成してくれる与党議員はありがたい存在です。課税したり処罰したり

するのではなく、『飼いならす』⽅が都合がよいのでしょう。⼿⼼を加えていると⾒

られても仕⽅がないと思います」 

  ▽背景に税への無関⼼、「おかしい」と声あげるべきだ 

  ―確定申告シーズンと重なったこともあり、⾃⺠党派閥の政治資⾦パーティー裏

⾦事件をきっかけに、政治家に対する納税者の不満が⾼まりました。インターネット

上では申告拒否を呼びかける投稿が広がり、「＃確定申告ボイコット」が⼀時トレン

ド⼊りしました。ただ、事件がなければこうした意⾒は上がらなかった可能性があり

ます。  
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国税庁が入る庁舎＝東京・霞が関© 47NEWS 

  「問題の根底にあるのは、税に対する国⺠の関⼼のなさです。多くの⼈は勤務先

から源泉徴収されていて『痛税感』が薄いです。税法は複雑で分かりづらいのに、解

説する専⾨家は無試験で税理⼠資格を得られる国税ＯＢや、財務省の⾒解に従う学者

ばかりです。結果的に国税庁の判断が『正義』となり、⻑期にわたり誤りを正す機会

が失われてきました」 

  ―浦野さんは２⽉に、政治資⾦収⽀報告書に還流⾦を記載しなかった議員ら８５

⼈への追徴課税の総額が計約１億３５００万円に上るとの独⾃の試算を公表しました。 
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  「還流⾦を受け取った議員の⾏為は悪質な所得隠しに当たり、全員が重加算税を

課される、との前提で試算しました。国税当局は通常の税務調査と同様に政治家に対

しても厳しく調べ、摘発対象とすべきです」 

   

 
議員らへの追徴課税の試算を公表し、記者会見した浦野広明さん（右）ら＝２月２６日午後、東京都千代田区

© 47NEWS 

 ―事件をきっかけに税への関⼼が⾼まっています。  

 「とはいえ、今年に⼊って⾏われた地⽅選の投票率はおおむね３０％台で推移して

います。税への無関⼼は投票率の低さにも通じていると⾔えます。政治の主たる⽬的

は、税の取り⽅と使い⽅を決めることです。裏⾦問題を契機に⾼まりつつある税への

関⼼を⼀過性で終わらせないためにも『おかしい』と声を上げ、公平な課税に動かざ

るを得ない状況をつくることが重要です」 

   ×   ×   × 

 うらの・ひろあき １９４０年北海道芽室町⽣まれ。専⾨は税法学。⽴正⼤法制研

究所特別研究員。 


